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要旨：現在，実用化を目指して検討を加えている高靱性セメント複合材料では，力学的性能

を発揮させるため，有機繊維である PVA 繊維を混入している。また粗骨材を使用していな

いため単位水量が多くなり，収縮低減剤，膨張材等の多種の混和材を使用している。このた

め一般のコンクリートに比較して，空気量や組織構造が異なり，その耐久性能に相違が生じ

ることが考えられる。本報告では，PVA-ECC に関して耐火構造・不燃材料認定試験や凍結

融解試験など基本的な耐久性に係る試験を行い，その耐久性能がコンクリートと同等以上で

あることを確認した。 
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1. はじめに 

 PVA 繊維を使用した高靱性セメント複合材料

(Engineered Cementitious Composite 以下 PVA- 

ECCと呼ぶ)は，金属に匹敵する引張変形性能を

有する力学的に非常に優れた材料である。例え

ば，2~3%の引張ひずみにも耐え得る性能を持っ

ている。この優れた特性をもつ材料を構造物に

実際に使用するための検討，実験が現在多岐に

わたり行われている 1)，2)。当社では，まず耐震

壁や制震ダンパー等への適用が考えられている。 

PVA-ECCの性能を発揮するために必要な PVA

繊維であるが，一方で有機繊維であるため火災

時における有毒なガスの発生や爆裂等の懸念が

存在している。また直径 0.04mm程度の細い PVA

の短繊維を効果的に機能させる必要上，

PVA-ECCは粗骨材を使用しないモルタルタイプ

である。必然的に単位水量が増加し，乾燥収縮

量も大きくなるため収縮低減剤や膨張材等の多

種の混和材料を使用している。一般のコンクリ

ートと比較して空気量が変わることや混和材料

の影響によりPVA-ECCの組織構造が異なること

が考えられ，耐火性能，耐凍結融解性能や中性

化等の基本的な耐久性能に違いが生じることが

懸念される。本報告では，PVA-ECCに関して行

った実験の中で，耐火性能に関する試験結果及

び凍結融解試験の結果を報告する。 

 

2. 耐火性能 

2.1 耐火構造認定試験 

(1) 試験目的 

 実際に PVA-ECCを適用していく上で，その力

学的性状の確認は重要であるが，火災時の耐火

性もまた重要な検討項目として挙げられる。特

に，PVA 繊維という有機繊維を含む為，耐火性

能に影響を与えることも十分考えられる。今回

の試験では，非耐力の間仕切壁として建築基準

法第 2条第七号に定められた耐火構造(非構造壁

1 時間)の認定を得ることを目的とした。また，

材料の耐火性能を確認するとともに，実部材へ

の適用を具体化することをめざして試験を行っ

た。 

(2) 試験方法 

 試験体の仕様は，表－1試験体仕様の選定理由

に基づきPVA-ECCの仕様のうち耐火性能上最も
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不利と考えられるものを選定した。調合の概要

を表－2に示す。これは PVA-ECCの標準的な調

合である。ここで，結合材とはセメントとフラ

イアッシュを指す。また，単位水量には収縮低

減剤を含む。試験体を図－１に示す。加熱面側

10箇所，加熱面以外の面で 18箇所の温度を測定

した。試験は（財）建築センターが制定した「防

耐火性能試験・評価業務方法書」に基づき（財）

建築センターにて行った。試験体断面が対称で

あるため，片面のみ 2体の性能評価試験とした。

1時間加熱が終了した後，裏面温度測定及び目視

観察を 3 時間続行し，計 4 時間の耐火性能試験

を行った。(図－2) 

(3) 試験結果 

 耐火構造の技術的基準を定めているのは建築

基準法施工令 107 条である。そこには非耐力壁

１時間耐火構造として火熱が 1 時間加わった場

合，当該加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温

度(最も高い部分の温度が 200℃，面全体を平均

した温度が 160℃：建設省告示 1432号平成 12年)

以上に上昇しないものであることと定められて

いる。 

試験の結果を図－3に示す。加熱面以外の面の

温度は面全体平均として 75℃，最も高い部分の

温度で 80℃であり(最高温度は中央部及び中央

上部にて記録)，告示の可燃物燃焼温度と比較し

て十分に小さい値であることが確認された。 

また，加熱終了後 3 時間の観察結果として，

非加熱側に火炎の噴出，発煙，火炎が通る亀裂

等の損傷はいずれも認められなかった。 

2.2 不燃材料認定試験 

(1) 試験目的 

 建築基準法第 2 条第九号に定める不燃材料認

定を所得することにより，PVA-ECCの耐火性能

を確認し，実建物への適用を具体化する事を目

的として試験を行った。 

表－1 試験体仕様の選定理由 

項目 製品仕様 試験体仕様 試験体仕様の選定理由 

壁幅及び壁高 

(壁パネルの大きさ) 

幅 ：2000－6000mm

高さ：3000－5500mm

有効加熱幅 3000mm

有効加熱高 3000mm

 

防耐火性能試験・評価業務方

法書の規定による。(3000×

3000mm以上) 

壁パネル厚 120mm以上 120mm 壁厚の薄いほうが遮熱性、遮

炎性、強度等が低くなり不利。

鉄筋径 D6以上 D6 最小径であり防火上不利。 

セメントの種類 1)普通ポルトランド 

セメント(JIS R 5210) 

2)中庸熱ポルトランド

セメント(JIS R 5210) 

普通ポルトランド 

セメント 

両者とも JIS R 5210に規定さ

れるほぼ同等の材料であるた

め、より一般的な普通ポルト

ランドセメントを選定した。

躯体への取付方法 1)RC躯体への取付法 

2)鉄骨躯体への取付法

取付方法の再現は

省略 

取付はいずれも堅固かつ充填

材が耐火性もあり、耐火性能

と無関係なので省略。 

 

表―2 PVA‐ECCの基本調合の概要 

水結合材比 
 

単位水量 
(kg/m3) 

収縮低減剤
(低級アルコー
ル系)(kg/m3) 

PVA繊維 
混入率(%) 

空気量 
(%) 

42% 364 20 2.0 10 
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(2) 試験方法 

 耐火構造認定と同じく 120mm厚にて申請を行

ったが試験機の測定可能最大厚 50mm にて認定

試験を実施した。このため切り出した試験体を

加熱面裏側から試験可能な所定の厚さになるま

で研磨しそれを試験体として使用した。 

 調合は，耐火構造認定試験と同じとした。不

燃材料認定試験は（財）建材試験センターが制

定した「防耐火性能試験・評価業務方法書」の

不燃性能試験・評価方法に基づく発熱性試験並

びにガス有害性試験とした。試験は（財）建材

試験センターにて実施した。試験体数は発熱性

試験 3体，ガス有害性試験 2体とした。 

発熱性試験は加熱時間 20 分，設定輻射熱量

50kW/ｍ2，排気ガス流量速度 24l/sの条件で加熱

する。その時の総発熱量が8MJ/m2以下であるか，

かつ最高発熱速度が 10 秒以上継続して

200kW/m2を超えないか，また有害な損傷が発生

しないかを観察し合否を決定する。 

ガス有害性試験は，試験体の厚さ 16mmとし，

加熱時間 6分，主熱源 1.5kWで加熱する。その

時の試験時間 15分間の内，試験箱中のマウスの

活動停止時間が 6.8 分以上であるか否かで判定

する。 

(3) 実験結果 

 不燃材料の性能及び技術的基準は建築基準法

施行令第 108条の 2に定められており，「建築材

料に通常の火災による火熱が加えられた場合に，

加熱開始後 20分間次の各号に掲げる要件を満た

していることとする。」とある。 

一．燃焼しないものであること。 

二．防火上有害な変形，溶融，き裂その他の損 

傷を生じないものであること。 

三．避難上有害な煙又はガスを発生しないもの 

であること。 

以上に基づき，「防耐火性能試験・評価業務方

法書」の評価基準は定められている。今回の試

験における発熱性試験結果を表－3に，ガス有害

性試験の結果を表－4に示す。発熱性試験におい

て，総発熱量は 1.1～2.6 MJ/m2であり，また最高

 ○：加熱面側温度測定位置  

□：加熱面以外温度測定位置  
図－1 試験体 

図－2 試験状況 
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発熱速度も 2.3～4.2 kW/m2といずれも基準を大

きく下回っており，防火上有害と思われる損傷

も生じなかった。ガス有害性試験に関しては，

試験時間中，全てのマウスに活動停止時間はな

く，有害なガスの発生は認められなかった。 

2.3 耐火性能試験のまとめ 

試験結果より，懸念されていた有機繊維の混

入による耐火性能の劣化および爆裂も認められ

ず，一般 RCとほぼ同等の耐火性能を有している

ことが確認された。この試験結果によって，

PVA-ECCは建築基準法第 2条に定められている

非耐力壁部材の 1 時間耐火構造 (認定番号

FP060NP-0031)および不燃材料(認定番号 NM-03 

34)として国土交通大臣認定を取得した。この場

合の非耐力部材とは，長期の軸力を負担しない

ことを意味する。この大臣認定により，建築物

において長期の軸力の作用を構造設計上見込ま

ない耐震壁や制震ダンパーとしてPVA-ECCを用

いた場合，この部材をそのまま防火区画壁とし

て建物の階数に関わらず使用することが可能と

なった。 

なお，別途実施した断熱型熱量計法にて求め

た PVA-ECCの比熱は 1.507J/g･Kであった。普通

コンクリートの比熱 1.0～1.3J/g･K3)と比較し，大

きな相違はなかった。また熱流計平板法(JIS A 

1412-2)にて測定した PVA-ECC の熱伝導率は

0.1395Ｗ/m･K であった。普通コンクリートの熱

伝導率2.1～3.6W/m･K3)と比較すると熱や温度が

伝導し難いため耐火性能上有利になると考えら

れる。 

繊維混入による耐火性能への有害な影響がな

いこと，および耐火上有利な熱伝導性能を有し

ていることを勘案すると，PVA-ECCの耐火性能

はコンクリートやモルタルとほぼ同等と考えら

れる。建設省告示第 1399号(平成 12年)に定めら

れた耐火構造基準では，床であれば 100mm厚以

上の RC構造，梁に関しては RC構造であれば耐

火構造として認めている。実際の建築物で

PVA-ECCを使用する場合，耐火性能において RC

構造とほぼ同等と考えて，耐火構造基準を準用

しても大きな問題は生じないと考えられる。以

上のことから，今回の実験の範囲を超える 3 時

間耐火や水平部材における耐火性能も十分に期

待できる。ただし，PVA繊維の耐熱温度は 160℃

であり火災時にこれ以上の温度履歴を受けた繊

維は，力学性能への寄与は全く期待できない。

このため，繊維の寄与を全く考慮しない場合で

も，長期荷重を支持する上で必要な値を満足す

ることが条件となる。 

 

3. 耐凍結融解性能 

3.1 実験目的 

 PVA-ECCを適用した構造物を寒冷地に施工す

表－4 ガス有害性試験結果 

試験体記号 1 2 

試験体サイズ(mm) 220×221×

16.6 

220×220×

16.0 

マウス平均質量(g) 19.7 19.9 

排気最高温度(℃) 180 194 

被検箱内初期温度(℃) 27.4 28.9 

被検箱内最高温度(℃) 28.8 29.1 

マウス行動時間平均(分) 15 15 

判定 合格 合格 

表－3 発熱性試験結果 

試験体記号 1 2 3 合否基準

試験体サイズ 

(mm) 

100×99

×49.4 

100×99

×49.6 

100×99

×49.6 
－ 

20分間の総 

発熱量(MJ/m2) 
1.1 2.2 2.6 8.0 

最高発熱 

速度(kW/m2) 
2.3 3.9 4.2 200 

200kW/m超過 

継続時間(s) 
なし なし なし 10 

防火上有害な 

き裂・穴の有無
なし なし なし なし 

着炎時間 なし なし なし なし 

判定 合格 合格 合格 － 
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る場合，最も重要な性能となると考えられるの

は，凍結融解に対する抵抗性である。一般的な

RC造と比較して，空気量が多いことは耐凍結融

解性能上，有利になると考えられる。一方で，

乾燥収縮対策として添加されている収縮低減剤

や膨張材が耐凍結融解性能に与える影響は未検

討である。今回の実験は PVA-ECCの耐凍結融解

性能を確認するとともに空気量および収縮低減

剤，膨張材の量が耐凍結融解性能に及ぼす影響

を把握することを目的に行った。 

3.2 試験条件 

実験のパラメータ及び水準は空気量 3 水準，

収縮低減剤量 3 水準，膨張材量 2 水準とした。

表－5 に示す 6 ケースで凍結融解試験を実施し

た。調合は表－2を基準とし，収縮低減剤の減少

した分は水で置換し，膨張材は細骨材で置換し

た。今回の実験は，水和反応が遅いため耐凍結

融解性能に不利に働く自由水が多くなると考え

られる低熱ポルトランドセメントを選択した。 

3.3試験方法 

 試験方法は JIS A 1148「コンクリートの凍結融

解試験」A 法に準拠して行った。試験体の試験

前養生は実際のプレキャスト部材の材齢を考慮

し，4 週間とした。凍結融解試験開始後 30 サイ

クル毎に試験体を取り出し状態を確認するとと

もに動弾性係数を測定し相対動弾性係数を算出

した。 

3.4 試験結果 

 練り上がり時の各バッチの空気量を表－6 に

表－5 試験要因と水準 

目標空気量(%) 収縮低減

剤 

(kg/ｍ3) 

膨張材 

(kg/ｍ3) 7 10 15 

15 45 No.１ No.2 No.3

45 － No.4 － 
10 

60 － No.5 － 

0 45 － No.6 － 

   －：試験体製作なし 
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図－4 空気量と耐凍結融解性の関係 
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図－5 収縮低減剤量と耐凍結融解性の関係 
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図－6 膨張材量と耐凍結融解性の関係 
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示す。また，相対動弾性係数と凍結融解サイク

ルの関係を図－4～6に示す。 

 

 図－4は同調合で，空気量を調整した No.1～3

までの凍結融解試験結果を示したものである。 

 今回の実験結果では空気量 7.1％，13.5％，

15.0％の水準において，耐凍結融解性能に顕著な

相違は認められなかった。 

図－5 は収縮低減剤の量をパラメータとして

相対動弾性係数と凍結融解サイクルとの関係を

示したものである。収縮低減剤の添加量を

15kg/m3，10kg/m3，0 とした No.2，No.4，No.6

の比較である。今回の試験においては収縮低減

剤量を変化させたこれらの間に明確な相違は認

められなかった。 

図－6 は膨張材の量をパラメータとして相対

動弾性係数と凍結融解サイクルとの関係を示し

たものである。膨張材の 1m3 当りの混入量を

45kgおよび 60kgとしたNo.4およびNo.5の試験

結果を示したものである。今回の試験において

はこれらに大きな相違は認められなかった。 

3.5 凍結融解試験結果のまとめ 

 今回の試験において PVA-ECCは高耐久 RC造

に必要である 300 サイクル終了時で相対動弾性

係数 85％以上 4)という値を全てクリアしており，

高い凍結融解抵抗性を示した。 

 今回の結果において，全ての試験体で相対動

弾性係数が 100％以上となり凍結融解開始前の

値を上回る結果となった。これは，低熱ポルト

ランドセメント及びフライアッシュを使用した

ことにより，水和反応が遅れ，凍結融解を開始

した材齢 4 週時において，水和反応が十分に進

んでおらず，この後，凍結融解サイクル中に進

行した水和反応が凍結融解による劣化を上回っ

た為と考えられる。PVA-ECCにおいて懸念され

た混和材料の影響も認められなかった。空気量

も 7％以上であれば十分に高い凍結融解抵抗性

を持つことが確認された。 

 

４ まとめ 

PVA-ECCに関して基本的な耐久性能である耐

火性能および耐凍結融解性について実験により

確認を行った結果，以下の結論を得た。 

１） 耐火性能上，繊維混入による有害な影

響は確認されず，PVA-ECC の耐火性能

はモルタル・コンクリートとほぼ同等

であると考えられる。 

２） 建築物において軸力の作用を構造設計

上見込まない耐震壁や制震ダンパーと

して PVA-ECCを用いた場合，この部材

をそのまま防火区画壁として建物階数

に関わらず使用することが可能である。 

３） PVA-ECC は，収縮低減剤や膨張材の凍

結融解抵抗性に対する影響も認められ

ず，空気量が 7％以上であれば非常に高

い凍結融解抵抗性を有している。 
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表－6 練り上がり空気量 

バッチ 練上り空気量 

No.1 7.1% 

No.2 13.5% 

No.3 15.0% 

No.4 10.5% 

No.5 11.5% 
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